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正義に基づく現実的行為は常に、特異性、つまり取り替えのきかないさまざまな個人・グループ・現実存在、あるいは他者または他者としての自己と、唯一無二の状況のもとで関係せねばならない。これを、一般的形式をもたざるをえない、正義としての規則・規範・価値・至上命令とどうやって調和させることができるだろうか
。

1. はじめに
前回の演習では、基本権の私人間効力について日本の通説・判例の立場である間接適用説
に立つべきことを明らかにした。しかし日本において、私法の一般条項への人権価値の導入・充填のルール（対立する人権についてどのような比較考量を行うか）を提示している学説は数少ない。そこで今回は、人権価値充填のルールとして多文化主義（multiculturalism）の導入を試みる。最近憲法学説にも、多文化主義理論を取り込もうとするものが現れてきている
。
しかし後に見るように、多文化主義は伝統的な〈公／私〉の区分に挑戦するなど、リベラリズムを根底から揺るがす可能性のある理論である。はたして、多文化主義を従来の憲法理論と調和させながらこれに導入することができるのか。本演習ではこれに焦点を当てる。それはまた、取り替えのきかない他者そして差異への配慮と、法の一般性の要請とを調和させることができるのか、という冒頭のデリダの問いに答えることでもある。
本演習では、多文化主義についての説明のあと、多文化主義理論への批判・修正を行う。そしてそれをもとにして、本件風刺画が日本で転載された場合宗教的多数者の表現の自由とムスリムの宗教上の人格権をいかに調整するかについて結論を提示し、その是非を問う。そして最後に、多文化主義の憲法理論への導入可能性について議論を行うこととする。

2. なぜ多文化主義か
まず、多文化主義とは何か。多文化主義の各論者による具体的な主張内容については後述する。ここではさしあたり、「複数の民族や文化、価値などの、国家による積極的認知を要求するもの」
と理解しておけばよい。多文化主義は、同化主義への代替案としての背景をもつ。すなわち多文化主義には、同質的な多数派国民文化への強制的な吸収ではなく、複数の社会集団がその文化的独自性を失わずに共存するという理想が含まれている
。
しかし、私法の一般条項への人権価値の導入・充填のルールについては、二重の基準を提示することができそうである。このように一般性があり伝統的なリベラリズムにも適合的な基準ではなく、なぜ多文化主義を導入しようとするのか。

理由の第一点として、多文化主義は、二重の基準では捨象されてしまう現実の差別構造を考慮に入れることができる点が挙げられる。二重の基準では、経済的自由に対して精神的自由が優位に立つ。しかしたとえば、同じ表現の自由の行使たる二つの表現行為の優劣を決めることは、二重の基準からはきわめて困難である。一方は差別構造を再生産するような表現であり、もう一方は差別構造を転覆させるような表現であっても、二重の基準はその内容には立ち入らず、等しく価値のあるものとする
。これに対して多文化主義を採れば、現に差別を受けている少数者はその「文化的差異の認知」の観点から適切な顧慮を受けることができる。
第二点は〈公／私〉の再編に関連する。まず、リベラリズムによる伝統的な〈公／私〉の枠組みを確認しよう。

人々は、多様で共約不可能（比較不能 incommensurable）な善の観念を抱いている。では、どうやって公平な社会的協働の枠組みを構築することができるのか。リベラリズムの理論家ジョン・ロールズは、以下のような社会を構想する
。人間は私的空間においては宗教・哲学・道徳にコミットし得るし、包括的な善の観念を共有する共同体（結社や家族）の一員として生きることができる。私的空間において人間は、自己の善の観念を反省したり改訂したりする必要はない。しかし公共空間においては、人間は自由かつ平等な市民として協働し、社会の基本的問題を討議する。人間はそこでは、自己の善の観念を反省し、改訂しうる存在として自己を見なければならない。
なお今回の演習でいう「私的領域」とは、基本的に、公法で制御される公的領域、私法で制御され商取引の行われる広義の私的領域（社会的領域）とは区別される、狭義の私的領域のことを指す。それは、自らの身体・生命の維持を中心とした個人的生活のみに関わり、法が原則的に介入しない領域である。「親密圏」と呼ばれることもある。自己決定権・プライヴァシー権は、基本的にこの（狭義の）私的領域に属する事柄である。
ロールズの主張から、個人のアイデンティティやその人の属する文化がどのように位置づけられるかは明らかであろう。それらは、公共空間における社会的協働を阻害するものとして私的空間に追いやられる。こうして、個人（たとえば宗教的少数者）が自己のアイデンティティに基づき、公的領域において特別措置を要求することは禁じられるのである。
このようにリベラリズムは個人に対して、公的空間ではアイデンティティをもたない抽象的な〈人間〉として行動することを要求した。リベラリズムは、個人の（民族的・宗教的・性的）差異を捨象することにより、人々を平等に取り扱おうとしたのである（形式的平等の発想）。

しかし前回の演習でも述べたとおり、現在〈公／私〉の枠組みが揺らいでいる。近代法においては、私的領域では他の権利主体との利害衝突がないということが前提とされ（愛情で結ばれた家族の中では利害衝突は起こらない、など）、個人は私的領域においては自由に振舞うことができるとされた。しかし最近、愛情で結ばれているはずの私的領域にドメスティック・バイオレンスやストーカー行為といった暴力が存在することが認識されるようになり、公権力（警察）による規制の対象となった
。
〈公／私〉の枠組みの動揺と連動するように、人々の間に不可避的に存在する差異を正面から見据え、そうした差異に応じた取り扱いを求める「差異の政治 politics of difference」と呼ばれる主張がなされるようになった（実質的平等の発想）。多文化主義もその一潮流と考えることができる
。多文化主義は、たんに私的領域で個人の文化的差異が承認されることだけではなく、「公的領域でもより積極的な承認と配慮を求める」
。前回の演習では、「宗教的なマイノリティの宗教上の人格権を実質的に保障するためには、彼らのアイデンティティの「公的な承認」が必要になる」と述べた。これを一般化して言えば、私的領域に属する権利・アイデンティティが実質的に保護されるためには、それらの公的な承認が必要になる、ということである。伝統的なリベラリズムによる二重の基準理論は、アイデンティティ（あるいは宗教上の人格権）に公的な配慮が払われなければならないという、マイノリティからの要求に適切に応答することができない。このため、そのような要求から生まれた多文化主義を採用すべきということになる。
3. ウィル・キムリッカの理論

(1) 自由の条件としての文化的差異

個人は尊重されなければならない。だが、すべて人はオリジナルであり、個人を特定の個人として捉え、その要求を全て汲み取ることは不可能である。では、個人の尊重を実現するためには、どういった手段がかんがえられるだろうか。

　この問いに対する答えとして、リベラリズムが掲げたモデルが、人間を同じ人間として差異を捨象することにより分け隔てなく扱うことであった。このように、公的な場で、人間を抽象化された人として扱うことで、形式的な平等が保たれる。抽象的な人を平等に扱うことで、結果的に対等な私人間においても平等がはかられることになる。しかし、実質的に平等でない私人間において、その格差を考慮しないで与えられる平等は、真の平等といえるだろうか。実質的平等を確保するために、経済的格差を是正するという観点から、社会権の導入が行われている。だが個人がその個人の幸福を追求するためには、経済的保護・形式的保護を与えることだけでは十分ではない、とキムリッカは指摘する。個人の尊重が目指すこととは、各人が各人なりの価値観にしたがって生きるということだと考えられる。だが、それを達成するためには、各人があれよりもこれのほうがよいと十分に実感的に理解できる価値観を持てることが必要である。その点で、個人の価値観形成に深く寄与するものとして、「文化」の保護がおこなわれる必要がある。このように、各人が各人なりの価値観を持つことができるのは、各人が生まれ育ちなじんでいる文化的文脈のなかであるという認識がある。このように文化をとらえると、自由といえるためには各文化が相互に認知・尊重されることが必要になる。これは、「自由の条件としての文化的差異の認知」論拠と呼べよう。

(2)「文化」

各人が各人なりによしとするライフスタイル（＝「善き生」）を自由に選び取っていくということは、単純なことのように思われる。しかし、「善き生」の自由な選択がおこなわれるためには、各人にとって実感的に理解できる選択肢群が提供されなければならない。その選択肢群の貯蔵庫を総体としての文化と呼ぶことができる。

キムリッカは、「文化」を「民族」と同義にとらえ、制度化がほぼ十分に行きわたり、一定の領域や伝統的居住地に居住し、独自の言語と歴史を共有する、多世代にまたがる共同体を指すものとして、用いている。そして、そこでいう「文化」を二つの点で限定する。第一にそれは「社会構成的文化」でなければならない。「社会構成的文化」とは、たんに共有された記憶とその伝承のみをたのみとするのではなく、言語が公用語として確立され、文化の実質が公的な教育システム等を通じて再生産されるレヴェルにまで達しているような文化でなければならない。第二に、その文化が個人にとっての母文化と考えられるものでなければならない。

以上のように考えると、人間が文化によって全面的に規定された受動的な存在と認識され、既存の文化的伝統の無批判的追認とみなされるかもしれないが、キムリッカはそのようには考えていない。むしろ、文化が各人に諸選択肢を提供するが、その選択肢を吟味するのは人間であり、その吟味がまた文化を再構成することになる。つまり、人々の自由な選択の基盤を提供するとともに、人の自由な選択の積み重ねによって維持されるようなものとしての「文化」である。これをキムリッカは「選択の文脈としての文化」として捉える。

以上のように、「選択の文脈としての文化」は自らの善き生の追求の基礎的条件である。だが、どの文化に帰属するかということは、基本的に各人が任意に選択できる事柄ではなく、むしろ各人の一切の選択に先立ってそれを取り巻く「環境」と目されるべきである。そのため、帰属する文化がたまたまマイノリティだったからといって、それを当人の責に帰することはできない。マジョリティ文化に帰属する場合は、安定して存在できるが、マイノリティ文化の場合、マジョリティ文化からの均衡を失した大量の人的・物的流入により侵食され、結局は、マジョリティ文化は飲み込まれてしまいかねない。そのため、形式的平等に任せておいては、善き生の基盤である文化が消失することが考えられるので、是正が求められるとキムリッカは主張する。

(3) マイノリティ文化の対等化

キムリッカは、異文化として存在する集団を、二つにわける。先に自治単位として領域を持っていた文化が侵略者に併合・編入されて生まれた民族的マイノリティと、自身の民族的共同体を離れて別の社会に移ってきた移民集団であるエスニック集団である
。前者は独自の社会の維持存続という要求を持つのに対し、後者はホスト社会への十全な受け入れを要求する、としている。

そして、求められる措置の類型として、自治権・エスニック文化権・特別代表権をあげる。エスニック文化権とは、特定のエスニック集団（上記「文化」を享有する集団）に対する公的扶助や法的保護をおこなうことを意味する。これらを与えることによって、マジョリティによる侵略に対する対外的防御ができるとする。

(4) 検討

以上、キムリッカについて見てきたが、キムリッカの議論の一部はカナダという条件が付されているように思われる。土着の民族集団と移民集団をわける根拠が薄いこと、「社会構成的文化」の特権化などである。

日本ではアイヌ民族と琉球民族が民族集団として、在日朝鮮人・在日中国人をはじめとする諸外国人が考えられる。しかし、集住していない集団もあり、グレーゾーンも多い。これらの集団の多くは、「社会構成的文化」のレヴェルに達した文化であるという条件、すなわち、ある地域でマジョリティを形成するほどの集住と同一言語、組織的に制度化された生活共同体という条件を満たすことができない。

では、どのように多文化主義を憲法解釈に導入していくべきか。この場合、一定の規模を保ち社会的にも認知されている文化に対して、「選択の文脈としての文化」の側面を重視するべきである。そのため、現在においては、マイノリティの文化を否定・侵害するようなマジョリティの権利行使に対しては、それが正当な権利であったとしても、文化の保護という観点から抑制されなければならない。具体的には、内心の自由や表現の自由に代表される自由権のうち、特に文化と関わる権利が行使されるに際しては、マジョリティの権利行使に優越すると考える。日本においては、侵害者の権利と被侵害者の権利を比較考量する際に、その侵害が文化的な侵害であった場合、その侵害態様を判断し、マイノリティ保護の要請が強い場合は、マイノリティ保護が行われることになろう。

4. チャールズ・テイラーの理論

われわれ人間は、ひとりひとり生い立ちが異なり、民族や性別、思想や宗教から趣味、関心、環境まで様々である。こうした差異に基づき、歴史上マジョリティによるマイノリティの差別（性差別、民族差別、階級差別など）が繰り返されてきた。

このような差別の歴史を反省することで、われわれは、違うものだからといって差別するのではなく、同じ人間として分け隔てなく扱うべきだとする道徳的観念を抱くようになった。リベラリズムの正義論は、このような道徳的観念を基礎として展開され、人間として対等である以上どの人に対しても、他者に危害を与えない限りにおいて、それぞれなりの価値観にしたがって自由に生きる権利を保障するという立場である。人々ひとりひとりを普遍的に尊重すべく、しばしば目が向きがちなさまざまな差異にこだわるのはやめて、むしろそれらを視野に入れない（blind）ようにするべきだとされた。

ところがこれに対し、むしろ差異の明示的・積極的認知を要求する特徴的な議論が現れた。それは、人々の間に不可避的に存在する差異を正面から見据え、そうした差異に応じた取り扱いをすることにこそ正義があるという見地であり、この取り扱いは前述のように「差異の政治 politics of difference」と呼ばれる。

テイラー
はこの「差異の政治」を肯定するために、多文化主義によるアイデンティティの公的な「承認」に価値を置く。彼は、個人の（文化的・集団的）アイデンティティに注目し、その人個人を尊重するためにはその人のアイデンティティを認知する必要があると考えるのである。

テイラーによるアイデンティティの捉え方を検証すると、各人のアイデンティティは、あらかじめ定まっているものではなく、各人が生きてくる過程のなかで経るさまざまな経験について、それらをどのように受け止め、どのように評価するかの態度決定を通じてそのつど踏み固められてくるものである。彼は、この自己の経験についての吟味を「強い評価 strong evaluation」と呼ぶ
。

個人のアイデンティティを実際に形作っている要素には、当人の純粋に個人的な要素のみならず、当人がさまざまな集団に帰属していることに由来する要素も含まれる。例えば、性別・民族・宗教・職業・階級などであるが、なかでも決定的な重要性を持つのは、当人の帰属している文化に由来している要素である。この点は、文化の核心とも言える言語が、各人のアイデンティティの形成において果たす役割を想起すれば明白であろう。言語は、たとえば英語的な発想とか日本語独特の表現といったものの存在からもうかがい知れるように、世界を特定の仕方で整序するものである。よって、各人のアイデンティティのありようは言語的な規定を深く受けていると言える。すなわち、各人のアイデンティティは、真空において形作られるわけではなく、各人の置かれた特定の文化的文脈における社会化過程を通じて形作られる。まさに個人はその生の場であるなんらかの文化的共同体において初めて十全な人間的主体である個人であることができる
。

上に述べてきたように、さまざまな要素、特に文化的要素に起因するアイデンティティの構築が人間の本質的な生にとって必要不可欠であるわけだが、それは日本国憲法においてはどのように規定され、保障されているか。

アイデンティティとは、自分自身が何者であり、何をなすべきか、ということであるから、自己決定権と密接に関わり合う。自己決定権とは、「個人が一定の私的事項について自ら決定できる権利」
であり、それは私的事項を公権力の介入・干渉なしに各自が自立的に決定できる自由として、憲法上の具体的な権利であると考えられる
。
ここで、実質的に憲法上のどの部分でこの自己決定権が保障されるかについては、個人の尊厳・幸福追求権を規定する13条
に基づくという立場が通説となっている。本来この13条は14条以下の人権を総称したものであるから、そこから具体的な法的権利を引き出すことはできない、と一般に解されていたが、社会・経済の激しく、複雑な変動に対応するため、その意義が見直された。その結果、13条は憲法上列挙されていない人権の根拠となる一般的かつ包括的な権利として理解されるようになった
。

また、前回の演習において表現の自由について説明した際、人は、精神活動によって自己の人格を発展させ、自己を実現させ、自分らしく生きようとするため、これに対する他者からの侵害は、自己の尊厳を傷つけ自己完結性をゆるがすものであるため、滅多のことでは許容しがたい
、という自己実現の観点から、精神的自由を優位に置く二重の基準論を説明した。本来、内心の自由及び自己決定権の十分な保障があって初めて表現の自由は十全に保障されると考えられるが、自己決定権に焦点を当てて考えたとき、自らの判断の拠り所になる思想や宗教、またその判断・決定を他者に発信する表現が不当に制限を受けることなく保障されることが肝要である。つまり、自己決定権における、個人が一定の私的事項について自ら決定できる、という側面は、精神的自由が正当に保障され、個人が適切な人格形成を行えたことを前提条件とするため、自己決定権は精神的自由権一般を基礎にしていると考えることもできる。自己決定権が精神的自由権に基づいていることを考えると、思想の自由（19条）・信教の自由（20条）・表現の自由（21条）・学問の自由（23条）などは、アイデンティティの形成要素に深く関わると言うことができる。テイラーの主張するように、アイデンティティは他者との広い意味における対話を通じてのみ形作られ、また維持されるものである。このため、精神的自由権のうち宗教的結社の自由など他者との対話が重要になる権利は、特にアイデンティティとの結びつきが強いということができる。

個人のアイデンティティは、当人がなんらかの文化的集団に属していることから、集団的なアイデンティティを含む。しかし、人種差別に代表されるように、ある集団が集団としておとしめられ、そのためその一員として生きている個人のアイデンティティも深く傷つけられる場合がある。自己と他者との間に権力関係の不均衡がある場合、強い立場にある者が弱い立場の相手についてもつ侮蔑的なイメージを当の相手にまで押しつけ、しかも弱い立場にある者はまさにそういう立場にあるだけにそれに抗しきることができないのである
。つまり、個人のアイデンティティのありようには当人の立っているさまざまな権力関係が投影されており、そのためそれは必ずしも真正なものであるとはかぎらず、抑圧ないし歪曲を蒙ったものである可能性がある。

そのような事態に対処するため、テイラーはアイデンティティが公的に「承認」されるべきことを訴える。テイラー流の「承認」とは、単なる存在の認知ではなく、平等なものとして「承認」することである。そのために彼は、マイノリティの享有する文化的特殊性を保護する公的施策が必要になる、と主張するのである。日本国憲法上は、本来私的領域に関する権利である自己決定権を「真正に」保障するためには、（自己決定権から直接導き出されるかどうかはともかく）公的措置が要求される、ということになる。

テイラーのマイノリティに対して特別扱いをする、という考えに対しては、無制限な公的承認が危険なエスノ・ナショナリズムに繋がり得るという危惧など、批判もあり必ずしもプラスの側面だけではないのであるが、少なくとも先に検討したアイデンティティの重要性と憲法の人権保障との密接な関わり合いを考慮すれば、多文化主義に依拠しつつ、マイノリティのアイデンティティを他のアイデンティティと平等に扱うためのなんらかの措置が必要になるのではないか。

5. 多文化主義の検討
ここでは、多文化主義理論に寄せられるであろう疑問・批判などをとりあげ、それに応答する。

(1) 「範疇化の暴力」の回避

　多文化主義はその実践においては、権利主張の根拠として特定の文化の重要性を主張することになる。しかし、権利主張者以外でその文化に属しているとみなされる人が、実はその文化的アイデンティティを公的な拘束を受けるほど重要なものだとは思っていない場合がある。また、いったん文化的アイデンティティに基づき権利主張した人が、のちに異なるアイデンティティをもつに至り、旧来の文化的アイデンティティに基づく公的拘束から逃れたいと考える場合もある。このように、ある文化を享有する人の範囲が公的に規定され、特定の文化的アイデンティティが押しつけられる事態を「範疇化の暴力」と呼ぶことにする。
　はたして、多文化主義は個人を超越する文化の重要性を強調することにより、範疇化の暴力を肯定してしまうのか。

　多文化主義者たちは、これを否定する。たとえばテイラーは、被差別集団による集団的アイデンティティの承認要求は、自集団に対しても他集団に対しても、特定の内容を持った集団的アイデンティティを押しつけるものではない、とする。アイデンティティの適切な相互承認を求める闘争においては、アイデンティティは常に議論の的となって再定義される
。たとえば、アイヌ民族はこのような食文化・狩猟文化を享有している。そのような文化をアイデンティティの一部としない者は、「真正の」アイヌ民族ではない、などといった主張は許されない。カナダで採用された多文化主義政策も、差異に基づく集団的アイデンティティを「真正」とみなし主体性を認めようとしたわけではない。そこで目指されたのは、公的な言説の構成を変えることにより、広く社会の成員に対して配慮を促すという方向である
。

　多文化主義においては、集団的アイデンティティが強調されることになる。それによって「ムスリム」「アイヌ民族」など各集団の成員に共通した実質や利益が存在するとの想定に陥りがちである。しかしこのような想定は、多様な個人を一枚岩のものとみなすものであり避けなければならない。多文化主義政策は、文化享有者に対する構造的差別を打破するための暫定的施策として理解されるべきである。

　さらに、ある文化集団について多文化主義政策が採られているときに、その文化を享有していてもその政策に拘束されたくない場合がある。その政策に拘束されるか否かの選択権は、常に個人に与えられなければならない
。

　社会学における構築主義（constructionism）によれば、アイデンティティは内的な本質や身体的特徴によって決定されているのではない。それは、言説（discourse）や関係性において構築されるものである。にもかかわらずアイデンティティは、繰り返される言説実践のなかで、言説を超えた不変の本質であるかのように扱われるようになる
。文化ならびに文化的アイデンティティはそのように構成的なものであるからこそ、ときに範疇化の暴力をもたらすし、それを打破するためにアイデンティティの再検討・再定義が常に行われなければならないのである。

では、そもそも集団的アイデンティティに基づく権利主張を認めず、完全に個人単位の権利主張のみを認めてはどうか、という主張がなされるかもしれない。もちろん最終的には、人々が互いの差異を認め合う、個人主義の社会が実現されることが望ましい。個人は無限に多様であり、差異に沿ってカテゴライズしていくと、結局はばらばらの個人にたどり着くからである。しかし現実問題として、全く連帯を欠いた状態での個人の権利主張が認められるとは考えにくい。暫定的な連帯に基づく権利主張を認めなければ、文化的マイノリティの権利主張は困難を極めるだろう。その点からいっても、暫定的に多文化主義を採用することには意義があると言えよう。

(2) 多数者の権利は制約されてよいのか

多文化主義政策の結果として、少数者の権利に対立する多数者の権利は一部制約されることになる。このため、多数者は政策実施に反対するだろう。

しかし、多数者は民主過程において現に大きな影響力を持っているし、政策実施後も影響力を大きく失うということはないと思われる。多数者は、多文化主義政策によってアイデンティティの承認を受けて公的発言権を増した少数者の意見にも配慮しつつ、少数者の意見が反映されるようになった民主過程において、多文化主義政策を存続・拡大するか縮小・撤廃するかを決定することができる。

なお、多文化主義政策の効果が表れる前に、多数者が政策を撤廃する可能性がある。政策の一定期間の存続を強制するなどの措置が必要であろう。
(3) 抑圧的文化は尊重すべきか
　多文化主義理論は、諸個人の自由を否定するものではない。しかし、文化の中には自由を抑圧するものも存在する。多文化主義を採用すると、抑圧的文化も尊重しなければならないのか
。

　集団的アイデンティティの相互承認の必要性を訴えるテイラーも、諸個人の自由を制約してもよいとは考えない。だが、ここでは自由の基盤として文化を位置づけるキムリッカに従って、次のように考える。すなわち、抑圧的文化はそのままでは尊重に値しない。しかし、外部からの直接的介入によって抑圧的文化をリベラルなものに変えようとすることは、多くの場合困難を伴う。そこで、基本的には経済的圧力などによる誘導を図るべきである。

　また、抑圧的文化をめぐる問題は、離脱の権利にも関連する。移民が母文化から離脱するように、文化からの離脱を権利として認めれば、それは抑圧的文化から個人を救う手段となる。そこで、離脱の権利を認めておけば自由は保たれるから、抑圧的文化にも存在を許すべきであるとの主張がなされることがある。

　しかし、文化への帰属は自発的な結社とは異なり、任意の離合集散が可能なものではない。そのため、ここでもキムリッカに従って次のように考えることとする。すなわち、離脱の権利を端的に認めつつ、抑圧的文化の内部にとどまったままそれを改革する機会も保障せねばならない。離脱は、内部からの改革に見込みがないときに個人を救う最後の手段として位置づけられる、と。

　なお、特定の文化を抑圧的なものと速断することに対する警戒が必要であることは、言うまでもない。

6. おわりに

　キムリッカによれば、個人の自由の基盤となり公的尊重に値する文化は、「社会構成的文化 societal culture」でなければならない。社会構成的文化とは、言語が公用語として確立され、文化の実質が公教育などを通じて制度的に再生産されるレヴェルにまで達しているような文化である。社会構成的文化のレヴェルに達していない文化は、人々に豊かな自由の基盤を提供しうるものであり続けることはできず、公的尊重には値しないという
。

しかしこの論理に従って多文化主義政策が実施されると、政策の対象となる文化集団の特権化が起こる可能性が高い
。また、今にも消滅しそうになっている文化ほど、保護の要請が強いとも言いうる。キムリッカの議論のうちこの部分は、彼が主として想定するカナダなど一部の国家以外には、基本的には適用しないと考えたほうがよいだろう。

　以上を踏まえて、ムハンマド風刺画事件が日本で起こった場合、すなわち日本の新聞などがムハンマドの風刺画を転載した場合について考えてみる。多文化主義に基づくと、文化的マイノリティの宗教上の人格権は、文化的マジョリティによる、マイノリティの文化を否定・攻撃する表現に対して優位に立つ。しかし、マイノリティから文化的差異に基づく権利要求がなされていない場合に、国家（裁判所など）が後見的にその差異に基づく特別扱いをすることは妥当ではないだろう。

　国家による個人の差異の尊重は、大きな強制力を伴う。また、社会にあまたある差別をすべて公政策によって解決しようとすることは非現実的である。そのため、多文化主義政策の対象となる文化（的アイデンティティ）は、限定的なものとならざるをえない。

では、政治的措置が介入しない領域では、いかなる方策が採られるべきか。文化的差異の対立は解決不可能であるとして対話を放棄するのではなく、文化的差異を背景とする衝突をも公共的なテーマとしてとりあげることのできる対話の形式を模索することになるだろう
。ユルゲン・ハーバーマスの〈公共圏 Oeffentlichkeit〉の発想も参考にしつつ、今後の検討課題としたい。
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